
広
報
は
や
ま
8
月
号

４

葉山町役場　〒２４０－０１９２　葉山町堀内２１３５　�０４６－８７６－１１１１（代）　� ０４６－８７６－１７１７（代）

人
事
行
政
運
営
等
の
状
況

　

町
で
は
、
毎
年
職
員
の
給
与
の
し
く
み
や
支

給
状
況
の
ほ
か
人
事
行
政
の
全
般
に
わ
た
る
現

状
に
つ
い
て
、
町
民
の
皆
さ
ん
に
お
知
ら
せ
し

て
い
ま
す
。

　

今
後
も
透
明
性
・
公
平
性
を
維
持
す
る
よ
う

努
め
て
い
き
ま
す
。

問
合
せ　

総
務
課　

�
内
線
三
一
二

（４）退職者の状況　 （平成１９年度）

合計自己都合定年職　種

８人３人５人一般行政職

２人１人１人消 防 職

１人１人――技能労務職

１１人５人６人合　 計

（３）採用者の状況

平成１８年度平成１９年度職　種

１０人５人一般行政職

１人５人消 防 職

１人１人保 健 師

１２人１１人合　 計

（注）再任用とは、高齢者雇
用のため定年退職者を再
雇用する制度です。

（５）再任用の状況
（平成１９年度）

採用者数職種

４人一般行政職

０人消 防 職

３人技能労務職

７人合　 計

（１）職員の総数
（各年４月１日現在）

平成１９年平成２０年年　度

２８２人２８０人職 員 数

――－２増　 減

（２）年齢別職員数の状況
（平成２０年４月１日現在）

５０代４０代３０代２０代年　齢

８３人９０人７１人３６人職員数

（６）公益法人等への派遣の状況
　公益法人等のうち、その業務が町の事務・事業と密接な関連を有し、施
策推進を図るため人的援助が必要なものについて、職員を派遣しています。
　葉山町社会福祉協議会…１人　（派遣期間：平成１６年度から）

（７）障害者の任用状況
　障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、国、地方公共団体及び企
業は、一定割合以上の障害者雇用に努めることとしています。

（注）各年度７月下旬に県に報告する数値を記載しています。

平成１８年度　２．１１％平成１９年度　２．０５％法定雇用率　２．１０％

１　職員の任免及び職員数等に関する状況

２　町職員の給与等の状況

（４）職員の初任給の状況　　　  　　　　                   　　（平成２０年４月１日現在）

中学卒高校卒短大卒大学卒区　分

――１４９，８００円１７２，２００円１８５，８００円一般行政職

１３７，９００円１４４，５００円１５２，８００円１６４，３００円技能労務職

――１４０，１００円１７２，２００円１８５，８００円国（行政職）

（注）　技能労務職は、２２歳（大学卒）、２０歳（短大卒）、１８歳（高校卒）、１５歳（中学卒）の相当額。

人件費率（Ｂ／Ａ）人件費（Ｂ）実質収支歳出額（Ａ）住民基本台帳人口区　分

２９．４％２，７７５，０４６千円５４９，０５３千円９，４３９，５３６千円３２，６３８人平成１８年度

（１）人件費の状況

（注）　当該年度決算の状況。人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。人口は平成１８年４月１日現在。

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。給与費は当初予算に計上された額です。
　　　２　（　）内は、再任用短時間勤務職員で２６３人には含みません。

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

一人あたり
給与費（Ｂ／Ａ）

給　　与　　費
職員数（Ａ）区　分

計（Ｂ）期末・勤勉手当職員手当給　料

７，５６５千円
（３，３１７千円）

１，９８９，６０３千円
（１９，９０６千円）

５０３，４５２千円
（３，２８７千円）

４０２，５２９千円
（１，８８６千円）

１，０８３，６２２千円
（１４，７３３千円）

２６３人（６人）平成２０年度

（３）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況　            　 （平成２０年４月１日現在）

技能労務職一般行政職
区　分

平均年齢平均給料月額平均年齢平均給料月額

４５歳５月３１８，５００円４３歳９月３５６，６００円葉山町



５

お
知
ら
せ （注）学歴は、該当する職種区分において職員募集時に必要となった修了学歴要件です。

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　　　（平成２０年４月１日現在）

２０年以上２５年未満１５年以上２０年未満１０年以上１５年未満経験年数

３８８，２００円３４３，８００円３０１，４００円大学卒
一　般
行政職

該当なし３１６，２００円２９７，５００円短大卒

３５８，６００円３０７，６００円２７３，９００円高校卒

３１６，５００円２５９，５００円２１６，９００円技能労務職

内　容
（平成２０年度予算）

手当の
種　類

・支給対象地域＝全地域
・支給率＝１０％
・支給対象職員数＝２８０人
・一人あたりの平均支給額
＝４５０千円（年額）

地域手当

・配偶者＝１４，１００円（月額）
・配偶者以外の扶養親族二
人まで（一人につき）＝

７，５００円（月額）
・配偶者のいない職員の扶
養親族のうち一人目＝

１１，６００円（月額）
・その他の扶養親族（一人
につき）＝７，０００円（月額）
・扶養親族のうち１６～２２歳
までの子（一人につき）＝

５，０００円（月額）

扶養手当

・支給限度額＝
２９，３００円（月額）

住居手当

・公共の交通機関利用者に
は、実費相当
・交通用具（車・バイク等）
利用者には通勤距離に応
じて支給

通勤手当

・一人あたりの平均支給額
　＝２８４，０００円（年額）

時間外勤
務手当

・職員に占める手当支給職
員の割合＝４９．３㌫

・一人あたりの平均支給額
＝３６，０００円（年額）

・手当の種類＝１４種
・代表的な手当の名称＝町
税事務従事手当、運転業
務手当等

特殊勤務
手当

（８）特別職の報酬等

月　額区　分

９１５，０００円町　長

特別職給料 ７４０，０００円副町長

６９９，０００円教育長

４９９，０００円議　長

議員報酬 ４３０，０００円副議長

４００，０００円議　員

（注）（　）内は再任用短時間勤務職員で上段の数は含みません。

（６）一般行政職の級別職員数の状況　　　（平成２０年４月１日現在）

計

８級７級６級５級４級３級２級１級区分

部長課長課長代理
課長補佐
係　　長

主査主任主事主事補
標準的な
職務内容

１４３人
（７人）

６人２２人５人５８人
２７人
（７人）

７人１３人５人職員数

１００％
（１００％）

４．２％１５．４％３．５％４０．６％
１８．９％
（１００％）

４．９％９．１％３．５％構成比

１００％４．１％１５．２％３．４％４２．１％１６．６％７．６％６．２％４．８％前年構成比

（７）職員手当の状況

国葉　山　町区分

勤勉手当期末手当区　分勤勉手当期末手当区　分期
末
手
当
・
勤
勉
手
当

０．７５月１．４月６月期０．７５月１．４月６月期

０．７５月１．６月１２月期０．７５月１．６月１２月期

　１．５月３．０月計　１．５月３．０月計

職制上の段階、職務の級による加算
措置があります

職制上の段階、職務の級による加算
措置があります

定年・勧奨自己都合区　分定　年自己都合区　分

退
職
手
当

３０．５５月分２３．５月分勤続２０年３０．５５月分２３．５月分勤続２０年

４１．３４月分３３．５月分勤続２５年４１．３４月分３３．５月分勤続２５年

５９．２８月分４７．５月分勤続３５年５９．２８月分４７．５月分勤続３５年

５９．２８月分５９．２８月分最高限度額５９．２８月分５９．２８月分最高限度額

２７，５０７千円１３，０３２千円
平均支給額
（平成１９年度実績）

（注）退職手当の支給率は、県内３市１３町１村６一部事務組合で構成する退職手当組合の
　条例によるものです。
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（１）職員の勤務時間
　職員の勤務時間は、休憩時間を除
き、１週間当たり４０時間です。

（２）職員の年次休暇の概要と取得状況
　労働基準法の規定に従い、原則として
１年に２０日の有給休暇が与えられます。

（各年度４月１日から３月３１日）

平成１８年度平成１９年度年度

９．０日９．４日
平　　均
取得日数

（３）療養休暇の概要と取得状況
　職員が負傷または疾病のために勤務
できない場合、医師の証明書等に基づ
き、療養のために必要最小限度の期
間、勤務することが免除されます。

（平成１９年度）

（４）職員の育児休業の概要と取得状況
　職員が育児をするための休業制度が
あり、最長３年間取得することができ
ます。

取得者数

区　分 公務以外
のもの

公務に
よるもの

７人０人療養休暇

取得者数
区　分

平成１８年度平成１９年度

４人８人育 児 休 業

３　勤務時間その他の勤務条件

　分限処分とは公務の能率の維持のために行う処分であり、
懲戒処分とは公務員としてふさわしくない非行があった場合
に公務員関係の秩序を維持するために行う処分です。
①分限処分者（平成１９年度）

②懲戒処分者　　平成１９年度…該当なし

降給休職免職降任処分事由

――３人――――心身の故障の場合

――３人――――合　計

　職員は許可を受ければ営利企業等に従事することができま
す。

許可件数
許可した内容

平成１８年度平成１９年度

２件１件大学での講義

１件１件高校部活動での指導

０件３件統計調査等調査員

３件５件計

４　職員の分限処分及び懲戒処分の状況 ５　営利企業等従事許可制度の概要と許可の状況

６　職員研修の状況

（２）派遣研修
　市町村研修センターをはじめとする外部研修機関へ職員を派遣し、さまざまな分野
に分けた専門的な科目を受講する研修です。　　　　　　　　　　　　　（平成１９年度）

備　　考派遣人数派遣先

マネジメント研修、税務担当職員研修等　計１６科目４５人県市町村研修センター

人口減少時代の子育て支援　　　　　　　計１科目１人市 町 村 ア カ デ ミ ー

地方自治体の危機管理、ごみ減量化　　　計２科目２人国 際 文 化 研 修 所

電子納品、人事評価、公務災害等　　　　計９科目１５人そ の 他 研 修 機 関

（１）庁内研修
　葉山町が独自に実施する研修です。
　　　　　　　　　　　（平成１９年度）

受講者数研修名

１６人新採用研修

２６人クレーム対応研修

８６人メンタルヘルス研修

１３６人情報セキュリティー研修

２２人法制執務研修

（３）課題研究調査事業
　先進的な取り組みに対し、政
策形成並びに事務事業の改善改
革及び推進について調査研究を
行う事業です。　　（平成１９年度）

人数研修テーマ

２人国保・医療関係

２人ごみ資源化関係

２人まちづくり関係

（５）海外等への職員派遣
　国外における行政運営について見聞を広めるた
め、また、姉妹都市であるオーストラリアのホー
ルドファストベイ市との交流事業について職員を
派遣しています。

派　遣　内　容
派　遣　先

渡航先平成１９年度

デンマーク１人
市町村振興協会課題研
究グループ支援事業

オーストラリア
ホールドファストベイ市

１人
国際姉妹都市
派遣研修

（４）県等への職員派遣
　人材育成の取り組みとして県と市
町村の間で職員の交流を行うほか、県
内全市町村で組織する後期高齢者医
療広域連合へ職員を派遣しています。

派　遣　者　数
派　遣　先 平成

１８年度
平成
１９年度

２人２人神奈川県

１人１人
後期高齢者
医療広域連合

（１）苦情処理制度の概要
　職員は、任用、給与、勤務時間その
他の勤務条件、服務等人事管理の全般
に関する苦情の申出及び相談を公平委
員会等にすることができます。

（３）不利益処分に関する不服申立制度
の概要と状況

　職員は、懲戒その他その意に反する
不利益な処分に関して、公平委員会に
不服の申し立てをすることができます。

平成１９年度…該当なし

（２）勤務条件に関する措置要求制度の
概要と状況

　職員は、給与等勤務条件に関して公
平委員会に当局が適当な措置を講じる
よう要求することができます。

平成１９年度…該当なし

７　公平委員会の業務の状況（苦情処理、措置要求、不服申立）


